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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第13期
第１四半期
累計(会計)期間

第14期
第１四半期
累計(会計)期間

第13期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 2,806,885 1,871,871 9,630,426

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 160,707 △494,484 △2,521,671

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) 89,520 △495,561 △2,776,963

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) - - -

資本金 (千円) 1,330,685 1,469,935 1,330,685

発行済株式総数 (株) 125,020 135,020 125,020

純資産額 (千円) 3,222,958 143,427 360,489

総資産額 (千円) 7,426,127 5,801,547 5,889,460

１株当たり純資産額 (円) 25,779.54 1,062.27 2,883.45

１株当たり四半期
純利益金額又は１株当
たり四半期(当期)純損
失金額(△)

(円) 716.05 △3,915.67 △22,212.16

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) - - -

１株当たり配当額 (円) - - -

自己資本比率 (％) 43.4 2.5 6.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 452,343 △481,349 △843,863

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △143,929 △114,457 △659,253

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △221,403 306,383 1,128,531

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,546,941 796,234 1,085,788

従業員数 (名) 98 103 101

(注) 1　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

     2　売上高には、消費税等は含まれておりません。

3　第13期第１四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

4　第13期及び第14期第１四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。

5　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
103　 　
(9)

(注)1  従業員数は、就業人員であります。

    2　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間における平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、生産活動を行なっておりませんので、該当事項はありません。
　
(2) 受注実績

当社は、受注生産を行なっておりませんので、該当事項はありません。
　
(3) 販売実績

当第１四半期会計期間における製品分野別の販売実績及び総販売実績は次の通りであります。
　

製品分野 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

セキュリティ 594,186 48.6

超字幕 571,869 －

ホームページ関連 △8,055 －

携帯電話関連 △9,862 －

PDF作成 109,317 62.6

教育 △3,179 －

ゲーム 28,579 50.1

実用 39,323 84.0

ビジネス・ホーム △40,407 －

ユーティリティ 38,525 26.2

特打 33,693 34.3

驚速 3,653 3.8

マルチメディア 95,300 472.2

その他 418,928 72.2

合計 1,871,871 66.7
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(注) 1　販売チャネル別の状況

販売チャネル 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

店頭販売・他社ECサイト等 1,162,427 61.7

自社ECサイト 709,444 76.8

合計 1,871,871 66.7

　
2　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期会計期間 当第１四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ヤマダ電機 442,213 15.8 365,060 19.5

丸紅インフォテック株式会社 290,923 10.4 258,978 13.8

株式会社ヨドバシカメラ － － 194,445 10.4

加賀ハイテック株式会社 308,897 11.0 － －

　
3　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　

当社は、平成21年３月期の第３四半期より、当社製品の出荷先である家電量販店や流通代理店が、急速

に在庫調整を進めたことにより、当社からの出荷量が大きく減少したことを主要因として、売上高が大幅

に減少しました。それに伴い、損益面では固定費の負担をカバーすることができず、前期24億56百万円、当

第１四半期会計期間は４億72百万円と多額の営業損失を計上しております。そのため、将来にわたって事

業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出会社の経営に重要

な影響を及ぼす事象が存在しております。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第1四半期会計期間におけるわが国経済は、米国に端を発した世界的な金融不安が実体経済にも影響

しておりましたが、財政出動による景気浮揚策等により、最悪期を脱しつつあるものと見受けられます。

　当社を取り巻く環境においては、JEITAの発表によると、低価格ノートパソコンが引き続き好調であり、

当第１四半期会計期間におけるモバイルノートパソコンの出荷台数は、前年比117％と好調に推移してお

ります。

　パソコンソフトウェア市場に関しましては、当第１四半期会計期間において、店頭実売金額ベースでは

前年比116％で推移しており、個人消費市場は回復傾向に向かいつつあると考えられます。

　こうした状況のもと、当社は当第1四半期会計期間に英語学習ソフト「超字幕®」シリーズを新たに市

場投入いたしました。ハリウッドの映画配給会社であるパラマウント デジタル エンターテイメント、

ワーナー エンターテイメント ジャパン株式会社　ワーナー・ブラザース　デジタル・ディストリビュー

ションと提携し、当第１四半期会計期間において合計40タイトルを発表し、タイトル拡充に努めました。

しかしながら、契約締結や開発の遅れにより、シリーズ第１弾の発売日が当初予定より約２週間遅れたた

め、当初計画を下回る出荷本数となり、売上高は18億71百万円（前年同四半期比33.3％減）となりまし

た。一方、当社の主要取引先である家電量販店をはじめとする各小売店の在庫調整の進展により、前期第3

四半期会計期間からの四半期ごとの赤字幅も改善傾向で推移しております。その結果、当第１四半期会計

期間の業績は、営業損失４億72百万円（前年同四半期は営業利益２億７百万円）、経常損失４億94百万円

（前年同四半期は経常利益１億60百万円）、四半期純損失４億95百万円（前年同四半期は四半期純利益

89百万円）となりました。

　
平成21年３月期
第３四半期

平成21年３月期
第４四半期

平成22年３月期
当第１四半期

売上高 15億29百万円 16億1百万円 18億71百万円

経常損失 △14億35百万円 △12億51百万円 △4億94百万円
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(2) 資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期会計期間末の総資産額は、前事業年度末に比べ87百万円減少し、58億１百万円になりまし

た。流動資産は25百万円減少して、39億50百万円、固定資産は61百万円減少して、18億44百万円となりまし

た。

　流動資産の減少の主な要因は、現金及び預金の減少２億89百万円、商品及び製品の増加１億66百万円、前

渡金の増加79百万円によるものです。

　固定資産の減少の主な要因は、償却による減少が取得を上回ったためです。

　当第１四半期会計期間末の負債の合計は、１億29百万円増加して、56億58百万円となりました。主な要因

は、買掛金の増加２億41百万円によるものです。

　当第１四半期会計期間末の純資産は、２億17百万円減少して、１億43百万円となりました。純資産の減少

の要因は、第三者割当増資に伴う資本金の増加１億39百万円、資本準備金の増加１億39百万円、四半期純

損失４億95百万円によるものです。 

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前事業年度末に比

べ２億89百万円減少し、７億96百万円となりました。

 

当四半期会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下の通りです。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、４億81百万円の支出(前年同四半期は４億52百万円の収入)

となりました。主な要因は、税引前四半期純損失４億94百万円、たな卸資産の増加１億65百万円、仕入債

務の増加２億41百万円によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、１億14百万円の支出(前年同四半期は１億43百万円の支出)

となりました。主な要因は、ソフトウェアの取得による支出１億12百万円によるものです。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、３億６百万円の収入(前年同四半期は２億21百万円の支出)

となりました。主な要因は、短期借入金の純減額14百万円、長期借入れによる収入３億円、新株の発行に

よる収入２億78百万円、長期借入金の返済による支出２億56百万円によるものです。

　

(4) 事実上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期会計期間の研究開発費の総額は31百万円であります。
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(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第１四半期会計期間においては、映画コンテンツを利用した英語学習ソフト「超字幕®」シリーズ

を新規市場投入いたしました。今後もタイトルを拡大し、販売に注力していく予定ですが、当社はコンテ

ンツ供与元と、同シリーズの売上実績にかかわらず、一定の最低保証金を支払うこととなっております。

計画通り販売が進捗しなかった場合、当社の経営成績に影響を与える要因となります。こうした要因を回

避すべく、効果的な広告宣伝費の投下及び、チャネル展開の拡大を推し進めて参ります。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

①売上総利益率の改善

前期第2四半期に新規市場投入いたしましたパソコンソフトのUSBメモリ版「Uメモ™」シリーズの販

売状況は、当初の想定を上回るペースで推移したことにより製造原価を増加させる要因となっておりま

した。そのため、主要製品以外の「Uメモ™」シリーズのタイトル数の絞り込みを行ない、CD-ROM版の割合

を増やすなど、製造原価減に努めて参ります。また、当社直販サイトであるソースネクストeSHOPにおける

ハードウェアの仕入販売の収束を図り、自社ソフトウェアなど高粗利商材の販売へ注力して参ります。

　

②販管費の削減

当第１四半期会計期間においては、販管費及び一般管理費を前年同期比で１億92百円削減いたしまし

た。今後さらに全社で削減に努めて参ります。

　

(8) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改

善するための対応策

当社が属するパソコンソフトウェア業界においては、ブロードバンド環境の一般家庭への普及、個人情

報保護などセキュリティ意識の高まり、パソコンの低価格化・高性能化、デジタル家電の普及、携帯電話

の高性能化などの要因により、今後より一層の市場の拡大が見込まれます。これに伴い競争も激化するこ

とが予想され、当社は、新たな市場を創造するため、平成21年６月に映画コンテンツを利用した英語学習

ソフト「超字幕®」シリーズを販売いたしました。既にパラマウント デジタル エンターテイメントを

始め、有力な映画配給会社と業務提携を行なっており、今後製品ラインアップが拡充されることにより、

中長期的な企業価値の向上につながると考えております。

　しかしながら、パソコンソフトウェアの競争激化もあり、当面の販売環境は厳しいものが続くと予想さ

れます。当期業績につきましては、一定の利益の計上を見込んでいるものの、借入金の返済等により資金

繰りが逼迫することが予想され、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせ

るような事象又は状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象が存在しております。

　このため、費用削減は喫緊の課題であり、販売促進費（販売リベート等）及び業務委託費（サポートセ

ンター費用、システム保守費用、店舗スタッフ費用等）を中心に、広告宣伝費・採用費・社内システム投

資・リース料等について、大幅に削減する計画を実施いたします。

　このような対策を講じるとともに、現時点での経営計画に基づき資金繰り計画を立て、不足すると予想

される運転資金につきましては、知的所有権等の会社資産を担保とした借入、売掛債権の流動化等による

資金調達が可能であることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は存在しないものと考えてお

ります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 451,400

計 451,400

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 135,020 135,020
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株制度は
採用しておりません。

計 135,020 135,020 ― ―

(注) 提出日現在の発行数には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションを付与しております。当該制度の概要

は以下の通りであります。

　

① 平成12年６月28日（平成13年２月19日一部変更）の株主総会特別決議による旧商法第280条ノ19の規定
に基づくストックオプション制度（第１回）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) －

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 112 (注)2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 131,250 (注)3

新株予約権の行使期間
自　平成14年６月29日
至　平成22年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　131,250
資本組入額　 65,625

新株予約権の行使の条件 (注)1

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)1

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－
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② 平成13年２月19日の株主総会特別決議による旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプション制
度（第２回）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) －

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 328 (注)2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 131,250 (注)3

新株予約権の行使期間
自　平成15年２月20日
至　平成23年２月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　131,250
資本組入額　 65,625

新株予約権の行使の条件 (注)1

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)1

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－

　

③ 平成13年10月９日の株主総会特別決議による旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプション
制度（第３回）

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) －

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 72 (注)2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 143,750(注)3

新株予約権の行使期間
自　平成15年10月10日
至　平成23年10月８日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　143,750
資本組入額　 71,875

新株予約権の行使の条件 (注)1

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)1

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－

(注) 1　主な行使条件

①新株予約権対象株式数の一部につき権利を行使することができる。

②次の場合には取締役会が承認した場合を除きその権利を喪失する。

(1) 死亡以外の事由により被付与者が当社の取締役又は使用人でなくなったとき

(2) 被付与者が禁固以上の刑に処されたとき

(3) 被付与者が競合他社の役員又は使用人になったとき

(4) 契約違反、不正行為、職務上の義務違反があったとき

③被付与者が死亡した場合には、その相続人が権利を相続する。

④新株予約権は譲渡することができない。

2　発行株式数の調整

①新株予約権付与後、株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入による場合を含むものとし、以下　同様

とする）又は株式併合を行なう場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整されます。
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調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

（調整後生じる１株未満の株式は切り捨て）

②新株予約権付与後、株主割当増資（第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む）を行

なう場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整します。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
既発行株式数　＋　新発行株式数

既発行株式数

（調整後生じる１株未満の株式は切り捨て）

③平成13年10月18日の株式分割（１：４）及び平成19年８月１日の株式分割（１：２）により、新株予約権

の目的となる株式の数が調整されています。

3　払込金額の調整

①新株予約権付与後、株主割当増資（第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む）を行

なう場合は、払込金額を次の算式により調整します。

調整後払込金額 ＝ 
調整前払込金額×既発行株式数＋新発行株式数×1株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新発行株式数

（払込金額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げ）

②株式分割又は株式併合を行なう場合には、次の算式により払込金額を調整します。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１

分割・併合の比率

（払込金額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げ）

③平成13年10月18日付の株式分割（１：４）及び平成19年８月１日の株式分割（１：２）により、平成12年

６月28日、平成13年２月19日及び平成13年10月９日の株主総会決議のうち、第１四半期会計期間末現在の

新株予約権の行使時の払込金額は、それぞれ１株につき、1,050,000円、1,050,000円及び1,150,000円から

131,250円、131,250円及び143,750円となっております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月17日(注) 10,000 135,020139,2501,469,935139,2501,309,935

(注)　第三者割当　　発行価格　27,850円　資本組入額　13,925円

　　　割当先　株式会社ヨドバシカメラ

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、平成21年６月17日付で第三者割当増資を行ないました。これにより、

当増資の割当先である株式会社ヨドバシカメラの当社株式所有状況に変更が生じました。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合
（％）

株式会社ヨドバシカメラ 東京都新宿区北新宿3-20-1 18,048 13.37
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載し

ております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 125,020 125,020
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 125,020 ― ―

総株主の議決権 ― 125,020 ―

(注)平成21年６月17日付で第三者割当増資を行なったことにより、発行済株式総数及び議決権の数がそれぞ

れ10,000株及び10,000個増加しております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

最高(円) 27,00033,15034,850

最低(円) 19,60022,20028,700

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表

等規則に基づき、当第１四半期会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年６月30日まで)に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半

期財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローからみて、当企業集団

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏

しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
　(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 796,234 1,085,788

売掛金 1,598,896 1,631,429

商品及び製品 915,471 749,214

原材料及び貯蔵品 74,895 75,719

前渡金 145,548 65,698

未収還付法人税等 174,998 174,998

未収消費税等 145,707 127,758

その他 98,837 65,897

流動資産合計 3,950,590 3,976,505

固定資産

有形固定資産

有形固定資産 302,065 296,119

減価償却累計額 △192,919 △181,832

有形固定資産合計 109,146 114,286

無形固定資産

ソフトウエア 857,118 870,882

その他 ※１
 517,254 559,581

無形固定資産合計 1,374,372 1,430,464

投資その他の資産 361,066 361,066

固定資産合計 1,844,585 1,905,818

繰延資産

繰延資産合計 6,371 7,136

資産合計 5,801,547 5,889,460

負債の部

流動負債

買掛金 826,765 585,415

短期借入金 835,988 ※３
 850,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１, ※２
 964,792

※１, ※３
 928,592

1年内償還予定の社債 240,000 240,000

未払金 805,868 834,024

未払法人税等 2,031 3,771

返品調整引当金 437,816 409,384

アフターサービス引当金 97,704 93,714

その他 108,893 252,330

流動負債合計 4,319,861 4,197,234

固定負債

社債 150,000 150,000

長期借入金 ※１, ※２
 1,171,650

※１, ※３
 1,163,998

その他 16,608 17,738

固定負債合計 1,338,258 1,331,736

負債合計 5,658,119 5,528,970
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,469,935 1,330,685

資本剰余金 1,309,935 1,170,685

利益剰余金 △2,636,442 △2,140,880

株主資本合計 143,427 360,489

純資産合計 143,427 360,489

負債純資産合計 5,801,547 5,889,460
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　(2)【四半期損益計算書】
　　【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

売上高 2,806,885 1,871,871

売上原価 1,233,295 1,013,888

売上総利益 1,573,589 857,983

返品調整引当金繰入額 199,930 437,816

返品調整引当金戻入額 328,720 409,384

差引売上総利益 1,702,379 829,550

販売費及び一般管理費 ※
 1,495,225

※
 1,302,550

営業利益又は営業損失（△） 207,153 △472,999

営業外収益

受取利息 0 0

受取手数料 466 －

還付消費税等 － 1,002

その他 82 49

営業外収益合計 549 1,052

営業外費用

支払利息 9,921 14,459

株式上場費用 12,942 －

為替差損 22,481 6,722

その他 1,649 1,355

営業外費用合計 46,995 22,537

経常利益又は経常損失（△） 160,707 △494,484

特別損失

固定資産除却損 171 －

減損損失 － 504

特別損失合計 171 504

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 160,535 △494,988

法人税、住民税及び事業税 24,890 572

法人税等調整額 46,124 －

法人税等合計 71,014 572

四半期純利益又は四半期純損失（△） 89,520 △495,561
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　(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

160,535 △494,988

減価償却費 55,910 52,478

ソフトウエア償却費 114,718 56,523

商標権償却費 41,329 41,571

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,613 －

返品調整引当金の増減額（△は減少） △128,790 28,432

アフターサービス引当金の増減額（△は減少） － 3,989

受取利息 0 0

支払利息 9,921 14,459

固定資産除却損 171 －

減損損失 － 504

売上債権の増減額（△は増加） 754,849 32,532

たな卸資産の増減額（△は増加） 33,071 △165,431

前渡金の増減額（△は増加） △3,251 △79,850

仕入債務の増減額（△は減少） △165,037 241,349

未払金の増減額（△は減少） △10,473 △4,174

その他 △50,901 △191,240

小計 803,441 △463,844

利息の受取額 0 0

利息の支払額 △9,856 △16,359

法人税等の支払額 △341,241 △1,145

営業活動によるキャッシュ・フロー 452,343 △481,349

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,778 △2,383

ソフトウエアの取得による支出 △112,666 △112,074

商標権の取得による支出 △4,019 －

敷金及び保証金の差入による支出 △24,841 －

敷金及び保証金の回収による収入 376 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △143,929 △114,457

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △14,826

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △171,160 △256,148

株式の発行による収入 － 278,500

リース債務の返済による支出 － △1,077

配当金の支払額 △50,242 △65

財務活動によるキャッシュ・フロー △221,403 306,383

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,030 △130

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 88,040 △289,554

現金及び現金同等物の期首残高 1,458,900 1,085,788

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,546,941

※
 796,234
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月1日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月1日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月1日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

1　棚卸資産の評価方法

当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

 

2　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期会計期間(自　平成21年４月1日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

返品調整引当金

返品調整引当金については、売上返品による損失に備

えるため、従来過去６カ月の返品率の実績に基づき返品

調整引当金を計上しておりましたが、当社を取り巻く環

境の変化により、当該仮定に基づく計算結果と実態との

乖離が大きくなる傾向が顕著となりました。

 そのため、返品率をより正確に見積るため、当第１四半

期会計期間より、過去１年の返品率の実績に基づき返品

調整引当金を計上しております。

 この結果、従来の方法と比較して、売上総利益は67,817

千円増加し、営業損失、経常損失、税引前四半期純損失は

同額減少しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日）

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　担保資産

　「自動インストール機能」に関する特許権(出願中)及
び「筆王」プログラム著作権を長期借入金の譲渡担保
及び質権担保に供しております。なお、これらの他、「筆
王」商標権381,315千円が質権担保予約となっておりま
す。

(上記に対応する債務) 　

１年内返済予定の長期借入金 121,600千円

長期借入金 200,000千円

　計 321,600千円

 
※２　借入契約条項
　長期借入金のうち460,000千円(１年内返済予定の長期
借入金160,000千円含む)については、「金銭消費貸借約
定書」において、一定の条件に該当した場合には、取引
条件の見直しについて協議を求めることができるとい
う条項が付されております。なお、その要旨は次のとお
りであります。
①　最終の決算期に関する損益計算書(もしくはこれに準
じるもの)により算出されるインタレストカバレッジ
レシオが１以下。

②　最終の決算期及びその前の決算期において２期連続
当期利益が赤字。

③　最終の決算期の貸借対照表において、債務超過。
④　その他取引条件の見直しを必要と認める客観的な事
由が生じた場合。
 

※１　担保資産

　「自動インストール機能」に関する特許権（出願中）
を長期借入金の譲渡担保に供しております。
 

 

(上記に対応する債務) 　

１年内返済予定の長期借入金 22,400千円

長期借入金 4,800千円

　計 27,200千円

 
―――――

 

 

 

 

 

 
 
※３　特殊当座借越契約
　当社は、事業資金の効率的な調達を行なうため、取引銀
行１行と特殊当座借越契約を締結しております。この契
約に基づく当事業年度末の借入金未実行残高は次のと
おりであります。

特殊当座借越契約極度額 1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

　なお、当該契約には、取引条件の見直しについて協議を
求めることができるという以下の条項が付されており
ます。
①　最終の決算期に関する損益計算書(もしくはこれに準
じるもの)により算出されるインタレストカバレッジ
レシオが１以下でないこと。

②　最終の決算期及びその前の決算期において２期連続
赤字でないこと。

③　最新の決算期の貸借対照表において、債務超過でない
こと。

④　その他取引条件の見直しを必要と認める客観的な事
由が生じない場合
　この他、長期借入金のうち500,000千円(1年内返済予定
の長期借入金160,000千円含む)についても、同様の条項
が付されております。
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(四半期損益計算書関係)

　
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 76,186千円

販売促進費 305,298 〃

業務委託費 465,013 〃

給与手当 129,676 〃

賞与引当金繰入額 3,823 〃

研究開発費 5,220 〃

減価償却費 55,910 〃

商標権償却費 41,329 〃

※　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 37,253千円

販売促進費 231,489 〃

業務委託費 412,871 〃

給与手当 133,602 〃

賞与引当金繰入額 ― 〃

研究開発費 31,160 〃

減価償却費 52,478 〃

商標権償却費 41,571 〃

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

現金及び預金勘定 1,546,941千円

現金及び現金同等物 1,546,941千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金勘定 796,234千円

現金及び現金同等物 796,234千円

 

　

(株主資本等関係)

当第1四半期会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21

年６月30日)

　

1　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 135,020

　

2　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) -

　

3　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
4　配当に関する事項

該当事項はありません。
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5　株主資本の著しい変動に関する事項

　 　 　 　 (単位：千円)

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

前事業年度末残高 1,330,6851,170,685△2,140,880360,489

当第１四半期会計期間
末までの変動額

　 　 　 　

　新株の発行 ※ 139,250 139,250 ― 278,500

　四半期純損失(△) ― ― △495,561△495,561

当第１四半期会計期間
末までの変動額合計

139,250 139,250△495,561△217,061

当第１四半期会計期間
末残高

1,469,9351,309,935△2,636,442143,427

　　※平成21年６月17日付で、第三者割当増資により278,500千円の払込みを受けております。

　

(リース取引関係)

当四半期会計期間のリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

1　１株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成21年6月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　 　

　 1,062円27銭
　

　 　 　

　 2,883円45銭
　

　

2　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 716円05銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失金額 △3,915円 67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) 89,520 △495,561

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

89,520 △495,561

普通株式の期中平均株式数(株) 125,020 126,558

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

ソースネクスト株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　田　　哲　　生　　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　由 紀 雄　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソー

スネクスト株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第13期事業年度の第１四半期累計期間

（平成20年4月1日から平成20年6月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損

益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ソースネクスト株式会社の平成20年6月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績並びに第１四半期累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月14日

ソースネクスト株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　斎　　藤　　　 昇　　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　由 紀 雄　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソー

スネクスト株式会社の平成21年４月1日から平成22年３月31日までの第14期事業年度の第１四半期会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期累計期間（平成21年４月1日から平成21年６

月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ソースネクスト株式会社の平成21年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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